
 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強度行動障害市単加算事業について（拡充） 

 

○強度行動障害児者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○行動障害者 

定 義（要綱第２条） 

多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、適

切な指導・訓練を行なわなければ日常生活を営む上で著しい困難があると認め

られる者のうち、別表１の行動障害の内容の区分に応じ、その行動障害がみら

れる状況の頻度及び程度の欄に該当する点数の合計が２０点以上であると、障

害者相談センター又は児童相談所により判定された者（国の強度行動障害児者

特別支援加算及び強度行動障害特別処遇加算費（以下「国の加算」という。）

の対象となる者を除く。）をいう。 

多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、適

切な指導・訓練を行なわなければ日常生活を営む上で著しい困難があると認め

られる者のうち、千葉県袖ケ浦福祉センター更生園に入所し、国の加算を受け

ていた強度行動障害者であって、次のいずれにも該当する者をいう。 

イ 別表１の行動障害の内容の区分に応じ、その行動障害がみられる

状況の頻度及び程度の欄に該当する点数の合計が１０点以上２０

点未満であり、かつ、別表１の行動障害の内容の区分のうち、５点

と認定された区分が１以上あると、障害者相談センターにより判定

されたもの。 

ロ 指定知的障害者入所更生施設等に、現に入所している、又はこれ

から入所しようとするもの。 

拡 充 

千葉市障害者自立支援課 

資料８ 
（日中系） 

H22.03.25  

障害福祉サービス等に係る 
事業者説明会 
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○強度行動障害児者とは、次の者をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

定 義（要綱第２条） 

ア 多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、

適切な指導・訓練を行なわなければ日常生活を営む上で著しい困難があると

認められる者のうち、別表１の行動障害の内容の区分に応じ、その行動障害

がみられる状況の頻度及び程度の欄に該当する点数の合計が２０点以上で

あると、障害者相談センター又は児童相談所により判定された者（国の強度

行動障害児者特別支援加算及び強度行動障害特別処遇加算費（以下「国の加

算」という。）の対象となる者を除く。）をいう。 

ウ 多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、

適切な指導・訓練を行なわなければ日常生活を営む上で著しい困難があると

認められる者のうち、千葉県袖ケ浦福祉センター更生園に入所し、国の加算

を受けていた強度行動障害者であって、次のいずれにも該当する者をいう。 

イ 別表１の行動障害の内容の区分に応じ、その行動障害がみられる

状況の頻度及び程度の欄に該当する点数の合計が１０点以上２０

点未満であり、かつ、別表１の行動障害の内容の区分のうち、５点

と認定された区分が１以上あると、障害者相談センターにより判定

されたもの。 

ロ 指定知的障害者入所更生施設等に、現に入所している、又はこれ

から入所しようとするもの。 

イ 多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため、

適切な指導・訓練を行なわなければ日常生活を営む上で著しい困難がある

と認められる者のうち、別表１の行動障害の内容の区分に応じ、その行動

障害がみられる状況の頻度及び程度の欄に該当する点数の合計が１３点以

上２０点未満であり、かつ、別表１の行動障害の内容の区分のうち、５点

と認定された区分が２以上あると、障害者相談センター又は児童相談所に

より判定された者をいう。 

拡充 
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平成２２年４月１日より実施 実施時期（要綱附則） 

 

 

 

 

 

 

対象者数 職員数 比率 

１人 １人 常 １：１ 

２人 １人 常 ２：１ 

３人 ２人 常 1.5：１ 

４人 ２人 常 ２：１ 

５人 ３人 常 1.66：１ 

６人 ３人 常 ２：１ 

７人 ４人 常 1.75：１ 

８人 ４人 常 ２：１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 指定知的障害者入所更生施設等 

対象者数 職員数 比率 

 １人 ０．５人 換 ２：１ 

２人 １人 換 ２：１ 

３人 １．５人 換 ２：１ 

４人 ２人 常 ２：１ 

５人 ３人 常 1.66：１ 

６人 ３人 常 ２：１ 

７人 ４人 常 1.75：１ 

８人 ４人 常 ２：１ 

※換…常勤換算  常…常勤 

（２）通常必要な職員に加えて常勤の生活支援員又は児童指導員を 1 名以

上（加算対象者が２名を超える場合は、２又はその端数を増すごとに

１名を加えて得た数）配置していること。 

対象施設等の要件（要綱第４条） 

（２）職員を次のとおり配置していること。 

ア 障害児施設において、通常必要な児童指導員に加えて常勤の児童指

導員を 1名（加算対象者が２名を超える場合は、２又はその端数を増

すごとに１名を加えて得た数）以上配置していること。 

イ 指定知的障害者入所更生施設等において、通常必要な生活支援員に

加えて、加算対象者が１名から３名までの場合は、１増すごとに常勤

換算方法で０．５名を加えて得た数以上、加算対象者が４名の場合は、

常勤の生活支援員を２名以上、加算対象者が４名を超える場合は、常

勤の生活支援員２名に、加算対象者が２又はその端数を増すごとに１

名を加えて得た数以上配置していること。 

 
拡充 



 

4 

 

強度行動障害市単加算事業の流れ 

 

〔障害者〕 

 

 

 

【流れの概要】 

① 施設は、必要書類を添えて、障害者自立支援課へ実施の届出 

  【要綱第５条】（様式第１号） 

② 障害者自立支援課は、施設へ承認の通知 

  【要綱第６条】（様式第２号） 

③ 障害者自立支援課は、障害者相談センター及び各区高齢障害支援課へ承認した旨

を連絡 

④ 施設は、各区高齢障害支援課へ判定申請 

  【要領４（１）ア】（様式第１号） 

⑤ 各区高齢障害支援課は、障害者相談センターへ判定依頼 

  【障害者相談センター】（様式第２６号） 

⑥ 障害者相談センターは、日程調整をした上で、調査を行い判定 

⑦ 障害者相談センターは、各区高齢障害支援課へ判定書を送付 

⑧ 各区高齢障害支援課は、施設へ判定結果通知書を交付 

  【要領４（４）ア】（様式第２号） 

⑨ 各区高齢障害支援課は、障害者自立支援課へ判定結果通知書を交付した旨を連絡 

⑩ 施設は、必要書類を添えて、障害者自立支援課へ助成金の申請 

  【要綱第１０条】（様式第５号） 

⑪ 障害者自立支援課は、施設へ通知し助成金を支払う 

  【要綱第１１条】（様式第６号） 

 

 

施 設 

障害者自立支援課 

各区高齢障害支援課 

③連絡 

④判定申請 

⑥判定調査 

③連絡 

⑧交付 

⑦
判
定
書 

⑤
判
定
依
頼 

⑩
助
成
申
請 

⑪
助
成 

①
届
出 

②
承
認 

⑨連絡 

障害者相談センター 
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〔障害児〕 

 

 
 

【流れの概要】 

① 施設は、必要書類を添えて、障害者自立支援課へ実施の届出 

  【要綱第５条】（様式第１号） 

② 障害者自立支援課は、施設へ承認の通知 

  【要綱第６条】（様式第２号） 

③ 障害者自立支援課は、児童相談所へ承認した旨を連絡 

④ 施設は、児童相談所へ判定依頼 

   【要領４（２）ア】（様式第１号） 

⑤ 児童相談所は、日程調整をした上で、調査を行い判定 

⑥ 児童相談所は、施設へ判定書を交付 

⑦ 施設は、判定書（写）を添えて、障害者自立支援課へ助成金の申請 

  【要綱第１０条】（様式第５号） 

⑧ 障害者自立支援課は、施設へ通知し助成金を支払う 

  【要綱第１１条】（様式第６号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童相談所 障害者自立支援課 

①届出 
④判定 
依頼 

②承認 

③連絡 

⑦助成 

申請 

⑧助成 

⑤判定調査 

⑥判定書 

施 設 
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② 障害者自立支援課は、施設へ承認の通知 

  【要綱第６条】（様式第２号） 

 

③ 障害者自立支援課は、障害者相談センター及び各区高齢障害支援課へ承認した旨

を連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 障害者相談センターは、日程調整をした上で、調査を行い判定 

 

⑦ 障害者相談センターは、各区高齢障害支援課へ判定書を送付 

 

① 施設は、必要書類を添えて、障害者自立支援課へ実施の届出 

【要綱第５条】（様式第１号） 

 ○添付書類 

  ・勤務体制及び勤務体系一覧表 

  ・建物の平面図、各室ごとの面積等 

  ・居室（個室）及び行動改善室・観察室の写真 

  ・その他市長が必要と認める資料 

    ・指定通知書 

    ・医師との委託契約書 

    ・職員経歴書、資格証等 

                 等 

④ 施設は、各区高齢障害支援課へ判定申請 

【要領４（１）ア】（様式第１号） 

○「判定書の交付について」 

 ・保護者等から、判定を行うことへの同意を得て、その旨を記載する。 

⑤ 各区高齢障害支援課は、障害者相談センターへ判定依頼 

【障害者相談センター】（様式第２６号） 

「判定依頼書」 

○添付書類 

 ・「判定書の交付について」の写し 

 ・個人状況調査票 

障害者 

手続きの概要 
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⑨ 各区高齢障害支援課は、障害者自立支援課へ判定結果通知書を交付した旨を連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 障害者自立支援課は、施設へ通知し、助成金を支払う 

  【要綱第１１条】（様式第６号） 

 

 

 

 

 

① 「障害者」の①と同じ 

 

② 「障害者」の②と同じ 

 

③ 障害者自立支援課は、児童相談所へ承認した旨を連絡 

 

④ 施設は、児童相談所へ判定依頼 

 

⑤ 児童相談所は、日程調整をした上で、調査を行い判定 

 

⑥ 児童相談所は、施設へ判定書を交付 

 

 ⑦ 「障害者」の⑩と同じ 

 

 ⑧ 「障害者」の⑪と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 各区高齢障害支援課は、施設へ判定結果通知書を交付 

【要領４（４）ア】（様式第２号） 

○「判定結果通知書」 

⑩ 施設は、必要書類を添えて、障害者自立支援課へ助成金の申請 

【要綱第１０条】（様式第５号） 

○添付書類 

  ・助成金調書 

  ・個別支援計画の写し 

   （最初の申請時に限る。ただし、見直しを行った場合は、その都度添付。） 

  ・実績記録票の写し 

  ・判定結果通知書の写し（最初の申請時に限る。） 

障害児 
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（様式第１号） 

 

平成  年  月  日 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

住   所 

法 人 名 

代表者氏名           印 

 

 

強度行動障害加算事業に係る判定書の交付について（依頼） 

 

 

千葉市強度行動障害加算事業の助成申請を行うにあたり、次の者の判定書の交

付を依頼します。 

 

 

判定対象者 

フリガナ  

生年月日 

 

年   月  

日 

（ 年 齢   

歳） 

男 

・ 

女 
氏 名  

住 所 

〒 

  

        

連絡先電話番号   

手帳番号 千葉市（    ）第    号 交付年月日 年   月   日 

備 考  
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（様式第２号） 

 

判 定 結 果 通 知 書 

 

第   号 

年  月  日 

                                        

 

              様 

 

                                                     

                         千葉市長         印 

 

   年  月  日付けで依頼のあった調査結果は、次のとおりです。  

 

フ リ ガ ナ  
男

・

女 

生年月日 

 

     年   月   日 

  

        (    歳） 

氏  名  

住  所 

 

調 査 結 果 

 

該当する。 

 

強度行動障害加算の対象者に 

 

                      該当しない。 

 

有 効 期 限 年  月  日  ～        年  月  日 

特 記 事 項 

 

 


